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全専各連役員表彰、受賞者に表彰状・記念品を贈呈
　１１月３０日、東京都・アルカディア市ヶ谷において、都道

府県協会等代表者会議が開催された。出席者は４７都道府県

代表者。

　会議に先立ち、役員表彰式（詳細は２頁）が行われた後、

代表者会議を開催。はじめに小林光俊会長が開会あいさつ

を述べた後、圓入由美文部科学省専修学校教育振興室長が

来賓あいさつを兼ねて、配布資料に基づき、第２期教育振

興基本計画（審議経過報告）、専修学校の質の保証・向上に

関する調査研究協力者会議について、専修学校における学

校評価ガイドライン（審議経過報告案）、平成２５年度専修

学校関係概算要求等を説明。

　特に、専修学校における学校評価ガイドライン（審議経

過報告案）に関しては、１０月にこれまでの審議状況を踏ま

え、審議経過報告案をまとめたところではあるが、更に検

討すべき課題が残されており、引き続き、議論を深めてい

くことが重要であり、幅広い関係者から意見を集約して、

今年度中に報告書をとりまとめ、来年度から評価に活用し

てほしい旨の説明を行った。

　圓入室長の説明後、放送大学学務部の岡田連携教育課長

から放送大学と専門学校の連携協力について説明。

　次に、全専各連からの現況報告となり、はじめに岡本比

呂志副会長（新学校制度創設推進本部担当）から、平成２４年

６月に文部科学省の生涯学習政策局・高等教育局ＷＴが取

りまとめ、公表した「専門学校の質的向上及び高等教育に

おける職業教育の充実に係る方策やその進め方について

（試案）」のうち、『「新たな枠組み」の実現とその先導的試行

の実施』について、推進本部及び制度設計ＷＧにおける議

論の現時点での状況を説明。小憩後、質疑応答が行われた。

　続いて事務局より、配布資料に基づき、専修学校振興にか

かる政治関連への対応、法令遵守についてのお願い、厚労省

関連事項（求職者支援訓練、平成２５年度概算要求）、平成２４年

度ブロック会議報告及び２５年度以降の日程について説明。

都道府県協会等代表者会議を開催

あいさつを述べる小林光俊全専各連会長

　最後に、吉田松雄副会長より閉式の言葉が述べられ、会

議を終了した。

　会議終了後に開催された懇親会（中込三郎前会長慰労会

を兼ねる）では、小林光俊会長があいさつを述べた後、文

部科学省合田隆史生涯学習政策局長、愛媛県専修学校各種

学校連合会河原成紀会長から中込前会長への祝電が披露さ

れた。また、文部科学省上月正博審議官からご挨拶、圓入

室長から花束が、小林光俊会長から記念品が贈呈された。

中込前会長が謝辞を述べた後、来年の参議院選挙に立候補

予定の赤池誠章山梨県前会長があいさつを述べ、出席者と

活発な意見交換が交わされ、盛会のうちに全日程を終了し

た。

懇親会・慰労会で謝辞を述べる中込三郎前会長
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　１１月３０日、東京都・アルカディア市ヶ谷において、都

道府県協会等代表者会議に先立ち役員表彰式が開催され

た。

　はじめに事務局より、役員表彰要件（功績が顕著であ

ること、在任期間が２期４年以上、役員を退任した者）

について説明後、各県より推薦を受け、常任理事会で承

認を受けた受賞者５名（敬称略：岩手県：龍澤正美、宮

城県：橋本榮一、東京都：大竹通夫、神奈川県：岩崎幸

雄、愛知県：礒村義安）を紹介（表彰式出席者４名、欠

席者１名）。

　続いて、小林光俊会長が、これまで全専各連の活動を

支えてきた受賞者に対して、感謝と尊敬の意を述べた後、

表彰状と記念品が授与された。

　最後に、受賞者を代表して、礒村義安先生より謝辞が

述べられ、表彰式を終了した。

小林会長（写真中央）と表彰式に出席した４名の受章者
（前列左：龍澤先生、同右：橋本先生、後列左：磯村先
生、同右：岩崎先生）

都道府県協会等代表者会議に先立ち
役員表彰式を開催

文科省「専修学校の質保証・向上に関する調査研究協力者会議」
専修学校における学校評価等ガイドライン審議経過報告（案）

　文部科学省「専修学校の質保証・向上に関する調査研究

協力者会議」の第５回会合が１０月１８日に開催され、「専修学

校の質保証・向上に関する具体的な方策について」をテー

マに、前回までの報告・議論を整理した「専修学校におけ

る学校評価等ガイドライン審議経過報告（案）」の説明、

全体審議が行われた。

　全体審議では、評価項目（様式やモデルの例示等）、学

校関係者評価の考え方や体制、評価結果の所轄庁への提供、

第三者評価の定義（自己評価又は学校関係者評価との関

連）等について議論がされ、当日の議論も踏まえ座長・副

座長・文部科学省で精査した後、公表することで了承され

た。

　なお、審議経過報告（案）の構成は以下のとおり。

１．専修学校における学校評価

　（１）背景・現状（背景、専修学校における学校評価に関

する法令等）

　（２）目的、定義等（生徒・卒業生・関係業界等対象のア

ンケート（外部アンケート）、自己評価・学校関係者

評価・第三者評価の関係等の整理を含む）

　（３）課題

　（４）学校評価により期待される取組と効果

２．専修学校における学校評価の実施・公表

　（１）専修学校の自己評価の実施（評価項目等、外部アン

ケート等の活用、継続的な情報・資料の収集・整理、

評価結果の報告書の作成、評価結果と改善方策に基

づく取組）

　（２）学校関係者評価・第三者評価（第三者評価の今後の

方針を含む）

　（３）評価主体・体制等（自己評価・学校関係者評価の評

価主体、第三者評価の実施体制）

　（４）評価結果の公表・報告と支援・改善（学校評価の結

果と改善方策の公表、首長部局・教育委員会・関係

団体等への報告書等の提出・提供）

　（５）実効性の高い学校評価の推進のための国・都道府県

の役割等（評価者の確保及び研修、教職員の資質向

上において期待されること、分野・職域等の特性）

３．積極的な情報提供

　（１）積極的な情報提供・情報公開

　（２）課題・期待される効果等（情報提供の在り方、留意

事項、情報提供等への取組に関するガイドライン等）

【附属資料】

　①専修学校における自己評価・学校関係者評価の評価項

目・指標等の参考、②専修学校の質保証・向上に資する取

組の実態に関する調査研究より抽出される専門学校と業界

との連携の視点（イメージ）、③高等専修学校における情

報提供等への取組に関するガイドライン
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　東日本大震災により被害を受けた皆さまに、心よりお見舞い申し上げます。

　日本政策金融公庫（国民生活事業）は、「国の教育ローン」につきまして、震災により被害を受けた皆さまに対して、

貸付利率の引下げなどの「災害特例措置」を実施しています

　お問い合わせは、教育ローンコールセンター　０５７０－００８６５６（又は０３－５３２１－８６５６）

日本政策金融公庫（国の教育ローン）「災害特例措置」のご案内

心配な点は都道府県所管課等とご相談ください。

　本件に関わる通知等は全専各連ホームページにてご覧

いただけます。

　募集要項等に、３月３１日までに入学辞退の意思表明を

した者に授業料等を返還することを明記してあるか、不

適切な記載がないかも併せ、改めてご確認ください。ご

会員校の皆様へ
～３月３１日までに入学を辞退した者に対する授業料等の取扱いについて～

平成２４年度ブロック会議開催状況
　今年も、以下のブロック会議が開催されました。詳細に

つきましては、全専各連ホームページ内の「広報全専各連

プラスＷＥＢ」に掲載いたします。

○南関東ブロック会議（１０月１９日（金）　山梨県・ベルクラ

シック甲府　参加者約１７０名）

　平成２４年度秋の叙勲・褒章が次の方々に贈られました。

長年の努力と功績が認められた関係者のご芳名を掲載し、

心よりお祝い申し上げます。（敬称略）

＊旭日中綬章

望木　昌彦（福島県・尚志学園専修学校校長）

＊旭日小綬章

山野　正義（東京都・山野美容専門学校理事長）

＊旭日双光章

佐藤　祥男（秋田県・大館北秋田医師会附属大館准看護

学院学院長）

＊藍綬褒章

正村　幸雄（鹿児島県・加治木看護専門学校理事長）

＊黄綬褒章

中村　昌次（東京都・武蔵野調理師専門学校理事）

心心よよりりおお祝祝いい申申しし上上げげまますす
秋秋のの叙叙勲勲・・褒褒章章のの受受章章者者

法令等遵守についてのお願い
　平成２４年１０月１８日、参議院決算委員会において、公益

社団法人東京都専修学校各種学校協会（以下、「東専各協

会」という。）が平成２３年度に受託した「東日本大震災

からの復旧・復興を担う専門人材育成支援事業」に関す

る事業実態の有無について質問がなされ、翌１０月１９日に

は、朝日新聞において“文科省事業「実態なし」復興予

算巡り内部告発”という報道がなされました。

　本件につきましては、文部科学省から調査・報告が求

められており、東専各協会自ら、その事実関係を調査し

ているところです。

　会員校の皆様におかれましては、文部科学省の委託事

業の如何に関わらず、日頃より各年度の計画に基づく事

業の実施にあたっては適切かつ確実な執行に務められて

いることと存じますが、今回のような報道による専修学

校各種学校に対する影響の重大さに鑑み、改めまして法

令等の遵守にご留意いただきますようお願い申し上げま

す。
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　文部科学省において、１０月１日付けで、以下のとおり

人事異動がありました。（　）内は前任者。

○生涯学習推進課専修学校教育振興室専修学校第一係

（研修生）

　唐津　彰治（からつ　しょうじ）氏　（増員）

○生涯学習推進課専修学校教育振興室専修学校第二係

　畑　　英行（はた　ひでゆき）氏　（清家　利恵氏）

文部科学省人事異動のお知らせ

ＴＣＥ財団だより
http://www.sgec.or.jp

 J  検   http://jken.sgec.or.jp/

B 検   http://bken.sgec.or.jp/

　２０１２年後期情報検定（Ｊ検）情報活用試験　ペーパー方

式（平成２４年１２月９日実施）、ならびにＣＢＴ方式（平成

２４年１０月１日～１１月２６日受付）の出願者数が次のとおりま

とまった。

　　ペーパー方式

　　出願団体数 ７８団体

　　１級　　　　 １,６６２名

　　２級　　　　　　 １,６８９名

　　３級　　　  ７６８名

　　ＣＢＴ方式

　　出願団体数　  ３４団体

　　１級　　　　  １１９名

　　２級　　　　 ３０９名

　　３級　　　　 １４３名

　　合計　　　　 ４,６９０名

Ｊ検　情報検定　出願状況

Ｂ検　ビジネス能力検定　出願状況
　平成２４年１２月２日（日）に文部科学省後援第３３回ビジネ

ス能力検定（Ｂ検）が実施された。出願状況は次のとおり。

出願団体数　　　　　　 ３０６団体

会場数　　　　　　　　 ２５９会場

出願総数　　　　　　　 ２５,１１９名

３級　　出願者数　　　 ２０,７０４名

２級　　出願者数　 ４,２２９名

１級　　出願者数　　 １８６名

　『専門学校学生手帳』・『高等専修学校生徒手帳』の予約

受付が始まりました。

　この手帳は、長年にわたりご利用をいただいている学

校からのご意見・ご要望を取り入れ、「高等専修学校生

（専門学校生）の心がまえ」、「専門学校生が取得できる

資格一覧」等の内容を盛り込んだ、ＴＣＥ財団企画のオ

リジナル手帳です。

　価格は、〈共通版〉１部２６５円（消費税別途）より、５０

部以上のご注文からは校名・校章等をカバーに金字刻印

できます（別料金）。また、学校独自の頁（校則等）を

加えた〈差替版〉等も受け付けております。

　共通・差替版ともに、カレンダーや年間スケジュール

等の共通に利用できる部分を大量一括で印刷するため、

低価格でのご提供となっております。

　学生・生徒手帳を導入されていない学校や来年度から

の導入を計画中の学校、手帳の改訂を検討中の学校にお

かれましては、この機会に是非お申し込みください。

　なお、見本を希望される学校は、専門学校学生手帳と

高等専修学校生徒手帳の別、担当者のお名前を明記し、

送料として１６０円（２部の場合は２００円）分の切手を同封

の上、下記までお申し込みください。

【お問い合わせ・ご注文先】

ナカバヤシ（株）東京営業部営業２課　担当　菅野

〒１７４－８６０２東京都板橋区東坂下２－５－１

　電話　０３（３５５８）１２７１

学生・生徒手帳の予約受付を開始いたしました
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　ＴＣＥ財団では、財団法人専修学校教育振興会にて行

っておりました教職員・学生生徒等表彰を、新たな財団

の表彰規程にもとづき引き続き実施いたします。

　表彰は、新たな財団の規定による実施となりますため、

表彰状（Ａ３大：縦３１０�、横４３５�）の発行団体名が新

財団名となり、学生生徒表彰は学習者表彰と名称変更い

たしますが、表彰対象者も表彰基準も従来の表彰制度と

基本的に変更はございません。

　表彰は、ＴＣＥ財団の各都道府県支部（＝各都道府県

協会等）を通じて申請のあった表彰対象者に対して表彰

状が発行されます。

　全専各連会員校の皆様におかれましては、各都道府県

協会等より送られる書面をご確認の上、教職員及び学習

者表彰の対象者をとりまとめ、各都道府県協会等へお申

し込みくださいますようお願い申し上げます。

　詳細は以下のとおりです。

１．表彰の対象者

　○教職員表彰

　専修学校各種学校の教職員としての勤務成績が優秀

で、専修学校各種学校教育の発展向上に寄与した功績

が著しく、規定の在職（勤続）期間を経過した者。な

お、在職期間につきましては、段階別区分（①５年以

上、②１０年以上、③１５年以上、④２０年以上、⑤２５年以

上、⑥３０年以上、⑦特別表彰）がございます。

　○学習者表彰

　在学中の学業に対する精励さが卓越し、かつ成績が

極めて優秀であると認められる者。

　○その他必要とする表彰

　専修学校各種学校の教職員、または学生生徒以外で、

専修学校各種学校教育に携わり、表彰に値すると認め

られる者（主に都道府県協会等事務局職員：退職者含

む）を対象としています。（都道府県協会等や各校の活

動に協力のあった方、関連業者や研修会の講師等、都

道府県支部事務局職員等が対象となります）。

　◯いずれの表彰も、表彰回数に定めはありません（何

度表彰していただいても結構です。）

２．受付期間

　毎年１月中旬より２月中旬まで（学校におかれまして

は各都道府県協会等の定める受付期間に従って、各都道

府県協会等へお申込みください）

３．手続方法

　各都道府県協会等から送付される書類に従い、各都道

府県協会等へお申込みください。

教職員・学生生徒表彰のご案内

ＴＣＥ財団　第１０９回理事会を開催

全国専修学校総覧　お詫びと訂正

　東京都・アルカディア市ヶ谷を会場として、一般財団法

人職業教育・キャリア教育財団第１０９回理事会を１０月２４日に

開催した。

　出席理事１７名を得て開会。福田益和理事長から開会のあ

いさつが述べられた後、理事長が議長に就任。定款により

議事録署名人、決議成立の要件を確認し、審議に入った。

　はじめに【第１号議案　平成２４年度事業中間報告】に関

して、配布資料をもとに事務局が教員研修・研究、認定・

表彰、検定、保険、出版等、各事業の内容を説明。質疑応

答の後、特に異議なく、全会一致で原案どおり拍手承認。

　続いて【第２号議案　評議員会の招集について】に関し

ては、配布資料をもとに事務局が第７６回評議員会の招集に

ついて説明。特に異議なく、全会一致で原案どおり拍手承

認。

　最後に報告事項が説明され、以上により、議長が全ての

議案の審議、承認を確認し議事を終了した。

　本年９月に刊行いたしました平成２５年版全国専修学校

総覧において下記の誤りがありました。ここにお詫びし

訂正いたします。

　なお、本総覧は調査基準日を毎年度５月１日現在とし

て、各都道府県専修学校主管課に名簿訂正をお願いして

おりますので、来年度以降から学則が変更されるものに

ついては、平成２６年版にて訂正いたします。

○博多メディカル専門学校（ｐ２１８）

　正　〒８１２－００４４　福岡市博多区千代４－３２－１

　　　０９２．６５１．８００１
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＜役員会・総会等＞

●全国個人立専修学校協会第６１回理事会

　平成２５年２／１９（火）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●全専各連第１１６回理事会・全国学校法人立専門学校協会理

事会合同会議

　平成２５年２／２１（木）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●全国高等専修学校協会理事会

　平成２５年２／２２（金）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●全国各種学校協会理事会

　平成２５年２／２８（木）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●全専各連第６２回定例総会・第１１７回理事会

　平成２５年６／２４（月）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●全国学校法人立専門学校協会定例総会・理事会

　平成２５年６／２５（火）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

＜その他会議＞

●平成２５年度事務担当者会議

　平成２５年４／１９（金）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

＜平成２５年度ブロック会議＞

●近畿ブロック会議

　平成２５年７／５（金）

　京都府・ホテルグランヴィア京都

●中国ブロック会議

　平成２５年７／９（火）

　島根県・松江東急イン

●九州ブロック会議

　平成２５年７／２５（木）～２６（金）

　沖縄県・沖縄かりゆしアーバンリゾート・ナハ

●北関東信越ブロック会議

　平成２５年８／２８（水）～２９（木）

　新潟県・朱鷺メッセ

●中部ブロック会議

　平成２５年８／２８（水）～２９（木）

　静岡県・ホテルアソシア静岡

●四国ブロック会議

　平成２５年１０／１８（金）

平成２４～２５年度
年間予定日程

　愛媛県・メルパルクＭＡＴＳＵＹＡＭＡ

＜検定試験＞

●文部科学省後援・情報検定（Ｊ検）

　◇平成２４年度後期試験

　【情報システム】平成２５年２／１０（日）

　◇ＣＢＴ試験

　【情報活用・情報システム・情報デザイン】

　実施期間：随時

　※情報デザインは、ＣＢＴ方式のみで実施。

●文部科学省後援・ビジネス能力検定（Ｂ検）

　◇第３３回【１級２次】※会場は予定

　　平成２５年２／３（日）　東京

　　平成２５年２／１０（日）　大阪

「やる気の根っこ」
活用研修会　映像配信中

広報全専各連プラスＷＥＢ
掲載記事一覧

　８月２８日、東京・国立オリンピック記念青少年総合セン

ターを会場に、チーム学習型キャリア教育ワークブック

『やる気の根っこ』活用研修会が開催された。

　研修では、本教材の開発に携わった研究委員・神山恵美

子氏が講師となり、「キャリア教育の重要性は理解している

つもりだが、指導技法に不安がある」、「新しい教育技法を

具体的に学んでみたい」等の１５名受講者の希望に沿ったグ

ループワーク形式の講義が行われた。

　なお、この研修会の模様は、現在、映像としてインター

ネット上にＵＰされている。

【ＵＲＬ】ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｓｇｅｃ.ｏｒ.ｊｐ/ｓｃｚ/ｙａｒｕｋｉ/ｙａｒｕｋｉ

_ｆｒａｍｅｓｅｔ.ｈｔｍｌ

　詳細は全専各連ホームページ［広報全専各連］→プラス

ＷＥＢよりご覧いただけます。

ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｚｅｎｓｅｎｋａｋｕ.ｇｒ.ｊｐ/ｋｏｈｏ/

■　ブロック会議概要報告（南関東）

■　イベント・研修会など

＜ＴＣＥ財団＞

○　キャリア・サポーター養成トレーナー研修

○　管理者研修会

○　専門学校留学生担当者研修会

○　教員国内派遣研修事業・教員研究奨励事業のご案内

＜部会・関係団体等＞

○　全国私立学校審議会連合会総会

○　理容美容学生技術コンテスト
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CBT方式のみ�
　　詳細はＪ検HPを参照下さい。�

「基本スキル」、情報デザイン試験「初級」「上級」です。�

◇「併願受験」をサポートするプランも実施中です。�
　不合格、または欠席となった科目は1年間合格するまで何度でも受験できます。�
　（団体のみ対象。登録資格はwebにてご確認ください。）�

平成２５年度前期�

平成２５年度前期�

平成２５年９月８日（日）�

平成２５年６月１６日（日）�

文部科学省後援

ビジネス能力検定ジョブパス
（http://bken.sgec.or.jp/）

ビジネス能力検定（Ｂ検）は２０１３年度からビジネス能力検定ジョブパス
として生まれかわります。
試験形式、問題形式を一部変更。１級にＣＢＴ方式を導入します！

２級・３級
■前期試験／平成２５年７月７日（日）
■出願期間／４／１（月）～５月２１日（火）
■実施級・受験料／２級（３,８００円）
　　　　　　　　　３級（２,８００円）

【想定受験者と評価内容】
２級●就職活動のスタートを間近に捉えた大学生、専門
学校生等から社会人１、２年目程度。●３級の知識を前
提とし、企業の役割や責任と権限などを理解するととも
に、効率的な業務の進め方、問題解決のための基本的な
コミュニケーション、情報活用の技法を評価する。
３級●就職活動を視野に捉えた、高校３年生、大学・専
門学校等●入学者自らの職業観や勤労観といった概念の
形成を前提にビジネス常識および、基礎的なコミュニケ
ーション、情報の利活用など、将来、職業人として適応
するために身につけておくべき知識を評価する。

１級
■前期試験／平成２５年９月１４日（土）～
 ９月２２日（日）
（上記期間内から選択可。ただし会場設営状況
による。詳細はホームページをご覧ください）
■出願期間／団体受験：７／８（月）～
 試験日の２週間前まで
　　　　　／個人受験：７／８（月）～
 試験日の３週間前まで
■実施級・受験料／１級（８,０００円）

【想定受験者と評価内容】
●就職活動を展開中の大学生・専門学校生等から入社１
年目から３年目程度の社会人。●新２級の知識、技法を
前提とし、問題解決を円滑に推進するために必要となる
論理的な思考、情報発信と表現技法、および基礎的なマ
ネジメント技法を実践的に評価する。
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�．疾病補償型学生新補償制度
　傷害治療にともなう諸費用（治療実費、交通費、差額ベッド代等）や全疾病を２４時間補償し、学校の保証人に生じた疾
病を含む災害を補償することにより、複雑化した社会のニーズに対応できる内容です。

�．常勤・非常勤教職員新補償制度　Ｎｅｗ
　教職員新補償保険は、常勤職員および非常勤職員の業務従事中（国内外を問いません）のケガ、または特定疾病による
死亡、後遺障害、入院、通院について補償（通勤途上を含みます）する制度です。また、常勤・非常勤職員が業務を原因
として損害賠償を求められ、負担する損害に対し保険金をお支払いします。
　また、使用者賠償責任保険は、従業員の労働災害について、被災従業員もしくは遺族から損害賠償請求を受け、貴校が
負担する損害賠償金等をお支払いします。

�．リスク評価対応型火災保険　Ｎｅｗ
　一定規模の施設に対し物件調査をすることによるリスク評価割引等により当社比最大５０％の割引が適応可能となります。

認定事務局　株式会社　ジャパン・プロテクト・システムズ　� 　０１２０－３９６－３９０
　　　　　　大阪事務局：〒５４２－００１２　大阪市中央区谷町９丁目１－２２　ＮＫ谷町ビル
　　　　　　東京事務局：〒１０７－００５２　東京都港区赤坂４丁目８－２０　ＡＳＯビル４Ｆ

引受保険会社（保険についてのお問い合わせ）
エース損害保険株式会社　〒１５３－００６４　東京都目黒区下目黒１－８－１アルコタワー
　　　　　　　　　　　　Ｔｅｌ：０３－５７４０－０６００（代）　　［Ｌ１０１０８８３］
三井住友海上火災保険株式会社　堺支店堺第一支社　〒５９０－０９５２
　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府堺市堺区市之町東６－２－９　三井住友海上ビル４Ｆ
　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｔｅｌ：０７２－２２２－６３０１　ＦＡＸ：０７２－２２３－４４９７
日新火災海上保険株式会社　堺支店　〒５９０－００６３　大阪府堺市堺区中安井町３－２－１３
　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｔｅｌ：０７２－２３８－１９８５


